
令和４年７月 13 日 

内閣府沖縄振興局 

令和４年度の沖縄子供の貧困緊急対策事業について 

内閣府においては、沖縄の子供を取り巻く厳しい状況を踏まえて緊急的に措置を講じるこ
ととし、平成28年度から沖縄子供の貧困緊急対策事業を実施しています。 
この度、市町村等が令和４年度に実施する事業について、その内容を取りまとめましたの

で、お知らせします。（詳細は別紙１参照） 
令和４年度は、更なる支援体制の向上を図るため、子どもの居場所に係る保健事業など新

たな対策に取り組むこととしており、本資料においては、令和３年度までの事業を「１．継
続事業」、令和４年度からの新たな事業を「２．新規事業」としています。 

【交付決定総額】 15億 1,421万円（交付率：97％）（総事業費18億 1,440万円（注）） 

（注） 総事業費は、内閣府補助額に事業実施主体（沖縄県・市町村）の負担分を加えたもの。 

１．継続事業（R4.4.1交付決定） 
① 子供の貧困対策支援員の配置

交付決定額 ３億 2,463万円 合計 119人（31市町村）（※R3年度実績113人） 

【配置先】

市町村役場 

（福祉部門） 

教育委員会 

学校 

その他 

（居場所・社会福祉協議会）

市町村数 23 11 3 

※複数箇所に支援員を配置する市町村がある。

② 子供の居場所の運営支援
交付決定額 ５億8,901万円 合計 154箇所（沖縄県、26市町村）（※R3年度実績138箇所） 
※県が実施する広域的な居場所として高校に設置する居場所12箇所(10)を含む。

【実施内容】 

食事支援 生活指導 学習支援 
キャリア 

形成支援等 

箇所数 137 150 131 78 

※複数の活動を実施する居場所がある。

③ 拠点型子供の居場所の整備
交付決定額 ３億4,617万円 合計 17箇所（沖縄県、10市町）（※R3年度実績13箇所） 

【実施内容】

食事支援 生活指導 学習支援 
キャリア 

形成支援等 

就学継続
支援 

ソーシャル
ワーク 

箇所数 17 17 17 16 14 17 

※複数の活動を実施する居場所がある。
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④ 若年妊産婦の居場所の展開 
   交付決定額 6,902万円  合計 ５箇所（５市町）（※R3年度実績5箇所） 

 
   【実施内容】 

  
食事支援 生活指導 学習支援 

出産育児 

相談 

就学継続 

支援 

就労自立 

支援 

箇所数 5 5 3 5 5 5 

    ※複数の活動を実施する居場所がある。 
 
⑤ 居場所による連絡会の設置 

交付決定額 3,325万円  合計 ６箇所（沖縄県、５市） 
 
⑥ その他事業 
  交付決定額 1億 1,775万円  

・ボランティアのコーディネート事業、子供の貧困対策支援員・居場所職員の研修、小規模離島町
村での取組の実施、事業の成果の分析・評価・普及事業、地域の体験活動等との連携事業等 

 

（参考）居場所の箇所数について 

子供の居場所 拠点型子供の居場所 若年妊産婦の居場所 合計箇所数 

154 17 5 176 

 

 
２．新規事業（(1)及び(3)は R4.4.1交付決定。(2)は R4.7.1交付決定。） 

令和４年度は、子供の居場所等における保健に関する教育や相談支援、女性の避妊支援に
係る経験がある女性相談員よる相談支援、ＡＩ教材を活用した教育の導入支援といった子供
の貧困にかかる支援体制の向上のための新たな取組を行います。 

 
⑴ 子供の居場所に係る保健事業 

 交付決定額 1,595万円   合計 １自治体（沖縄県） 
 
⑵ 女性の避妊に係る相談支援事業 

 交付決定額 1,488万円   合計 ２団体（民間団体） 
 
⑶ ＡＩ教材活用等教育支援事業 

 交付決定額 355万円   合計 １自治体（北谷町） 
 
 
※ 上記の支援員の人数及び子供の居場所の箇所数等は、沖縄県・市町村等の実施計画上の数
であり、今後、市町村等が行う契約等によって変動する場合があります。 

  なお、端数処理の関係で交付決定総額と各事業の交付決定額の合計は一致しておりません。 
 
 
【本件連絡先】 

内閣府沖縄振興局事業振興室 小川、立岡、山本、島袋（馨）、島袋（貴） 

 電 話：０３－６２５７－１６６１ / ＦＡＸ：０３－３５８１－０９５２ 
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（別紙１）　　　　.

配置 箇所 箇所 箇所

千円 人

市町村役場
（福祉部門）

教育委員会
学校

その他
食事
支援

生活
指導

学習
支援

キャリア形成
支援等

食事
支援

生活
指導

学習
支援

キャリア形成
支援等

就学継続
支援

ソーシャル
ワーク

食事
支援

生活
指導

学習
支援

出産育児
相談

就学継続
支援

就労自立
支援

那覇市 208,231 26 ○ ○ 20 19 19 17 18 2 2 2 2 2 2 2

宜野湾市 21,805 6 ○ 9 8 8 7 4

石垣市 46,975 3 ○ 3 3 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

浦添市 66,013 5 ○ 13 13 13 11 3 1 1 1 1 1 1 1

名護市 18,510 4 ○ 4 4 2 4 3

糸満市 77,002 5 ○ 5 5 5 3 2 2 2 2 2 2 1 2

沖縄市 159,617 15 ○ ○ 32 26 32 23 6 3 3 3 3 3 3 3 1 1 1 1 1 1 1

豊見城市 57,975 4 ○ 6 6 6 5 4

うるま市 190,501 11 ○ ○ 10 10 10 10 3 3 3 3 3 2 2 3 1 1 1 1 1 1 1

宮古島市 53,120 2 ○ 6 6 6 6 5 1 1 1 1 1 1 1

南城市 29,308 4 ○ 4 4 4 4 4

国頭村 17,233 2 ○ 1 1 1 1 1

大宜味村 11,903 1 ○ 1 1 1 1 1

東村 13,022 1 ○ 2 2 2 2 2

今帰仁村 2,505 1 ○

本部町 5,695 2 ○ ○

恩納村 5,305 2 ○

宜野座村 12,505 1 ○ 1 1 1 1 1

金武町 15,259 1 ○ 1 1 1 1 1 1 1

伊江村 3,299 2 ○

読谷村 11,988 2 ○ ○ 3 3 3 3 3

嘉手納町 2,321 1 ○

北谷町 15,455 2 ○

北中城村 8,715 1 ○ 2 2 2 2

中城村 17,037 4 ○ ○ 3 3 3 3 1

西原町 9,664 2 ○ 2 2 2 2 1

与那原町 32,918 2 ○ 3 3 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1

南風原町 43,317 3 ○ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

渡嘉敷村 0

座間味村 0

粟国村 4,023 1 1 1

渡名喜村 0

南大東村 1,834 2 2 2

北大東村 0

伊平屋村 14,084 1 ○ 1 1 1 1 1

伊是名村 9,164 1 ○ 1 1 1 1 1

久米島町 0

八重瀬町 36,222 2 ○ 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1

多良間村 0

竹富町 12,151 5 5 5

与那国町 0

沖縄県 264,652 12 9 12 11 12 1 1 1 1 1 1 1

民間団体 14,879

合計 1,514,207 119 - - - 154 137 150 131 78 17 17 17 17 16 14 17 5 5 5 3 5 5 5

自治体数 35 31 23 11 3 27 25 27 26 22 11 11 11 11 11 10 11 5 5 5 3 5 5 5
　　注１：支援員の人数及び子供の居場所の箇所数等は、沖縄県・市町村等の実施計画上の数であり、今後、市町村等が行う契約等によって変動する場合がある。　注２：支援員の配置先の「その他」は、居場所・社会福祉協議会である。

　　注３：複数箇所に支援員を配置する市町村がある。　注４：グレー配色は、事業を実施していないことを示す。

実施内容

沖縄子供の貧困緊急対策事業の交付決定の自治体等別内訳

市町村等

交付決定
額

支援員の配置等 子供の居場所の運営支援 拠点型子供の居場所の運営支援 若年妊産婦の居場所の運営支援事業

配置先 実施内容 実施内容
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沖縄子供の貧困緊急対策事業

拠点型子供の居場所の整備

若年妊産婦の居場所の展開

全居場所による連絡会の設置

 居場所間の横のつながりを強化し、
好事例の共有等を行う

 よりきめ細かく、手厚い対応を推進するための取組を実施。（令和元年度から）（※２）

○ 沖縄における子供の貧困の実態は、深刻な状況にあることから、平成28年度から「沖縄子供の貧困緊急対策事業」を実施して
いる。

○ 令和4年度は、従来から取り組んできた事業の拡充・定着を図りながら、支援が必要な子供を把握するシステムの拡充や若年妊
娠への対応等に更に取り組む。

子供の居場所の運営支援
 地域の実情に応じて、食事の提供、生活指導、

学習支援等を行いながら、日中や夜間に子供
が安心して過ごすことができる居場所を提供

 平成28年度から「沖縄子供の貧困緊急対策事業」として次の２事業（※１）を実施。

子供の貧困対策支援員の配置
 支援を必要とする子供に関して学校等の関係機関との

情報共有や、子供を就学援助や子供の居場所などの
支援につなげるための調整を実施

個々の取組を超えた
対応力の向上

 小規模離島の町村
に支援員を配置
（本島からの定期的
な派遣等）し、支援
が必要な子供に適切
な対応を実施

 支援員による取組を補完するもの
として、電話・メール等による相談
窓口による相談対応

等

電話・メール等による
相談支援体制の整備

手厚い支援が必要な
子供への支援の強化

離島・へき地に
おける取組の支援

小規模離島町村での
取組の実施

子供の居場所における専門的支援

 手厚い支援を必要とする子供に対応できる「拠
点型子供の居場所」の提供

 若年妊産婦の居場所の設置などを更に推進
等

 将来のキャリア形成に向けた専門家の派遣等
により、子供の居場所での子供の年齢等に応
じた的確な支援を実施

※ 貧困対策支援員・居場所の職員について、習熟度に応じて実施する段階的な研修体制を構築

令和４年度予算額：15.6億円
（令和３年度予算額：14.6億円）

子供の居場所に係る保健事業（※３）

 子供の居場所等において、子供等を対象に保
健に関する教育や相談支援を行う

女性の避妊に係る相談支援事業（※３）

 避妊などに悩んでいる女性を対象に、女性の避
妊支援に係る経験がある女性相談員による相
談支援を行う

子供の貧困に係る支援体制の向上
（R4年度新規）

子供の貧困対策支援員 113人

◎令和3年度の実施状況（R4.3.1時点）

子供の居場所

従来型居場所 138箇所

拠点型居場所 13箇所

若年妊産婦 5箇所

合計 156箇所

補助割合 ※１の事業：補助率の見直しにより9/10から8/10に変更。 ※２の事業：補助率の見直しにより10/10から9/10に変更。 ※３の事業：10/10。
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